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• CFOの矢野でございます。

• 本日は、目次の一つ目である、「2022年度第2四半期業績」について、私からご報告させていただきます。
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• 全体観ですが、ここに記載のある通り、売上収益・既存事業コア営業利益共に、前期比で増収・増益となりました
。

• 特に、売上収益については、上半期としては過去最高を更新しました。

• また、次のページにもある通り、既存事業コア営業利益に加え、営業利益および親会社の所有者に帰属する四半
期利益につきましても、前期比で増益となっております。

• この背景としては、過去数年間、世界的に不安定なマクロ環境が続いておりましたが、このような中で、当社は、まず
、新型コロナ流行を契機に世界的に即席めんに対する需要が増加し、次に、インフレ進行に伴い、国内外で当社
製品の価格を適正な水準へ改定し、そして、世界的な景気低迷の環境下では、食品のダウントレーディング化の中
で「値ごろ感」を発揮し、消費者の方々からご評価いただくことができた、という形でレジリエンスを発揮し、成長に繋
げて来ることができたことが大きいと考えています。この流れは足許でも続いており、売上は国内・海外とも極めて順
調に推移しております。

• また、資材価格や各種経費の世界的な高騰や、国内については円安の進行といった形で、コスト面では逆風が吹く
中においても、増益を達成しております。

• 売上収益についてですが、海外事業が全体を牽引し、先ほどもお話した通り過去最高となる3,170億円、前期比
プラス15.2％、419億円の増収となりました。

• 営業利益から新規事業を除いた、既存事業コア営業利益は、コスト上昇による減益圧力を、価格改定や高付加
価値商品の売上増加などによりカバーし、前期比プラス4.4％、12億円の増益となる283億円で着地しました。

• また、新規事業においては、5月末に販売を開始した「完全メシ」が、4ヵ月で400万食を超える販売実績となりまし
た。新製品としては異例の4万店を超える店舗で販売されており、今期の売上目標30億円に向け、好調なスタート
が切れたものと評価しています。

• 右側に、期初に掲げた年度計画をお示ししています。円安やインフレが加速している状況で、前年度と同じ為替水
準を前提とした業績予想対比では評価しづらい状況になっていますが、景気・為替の動向など不確実性が高いマク
ロ経済環境下でもございますので、通期業績予想については一旦据え置きとさせていただきました。今後、もう少し
視界が晴れた段階で、必要に応じて見直しをさせていただきたいと考えています。

• 今後、下期にかけては、足元の資材やユーティリティ価格の高騰、円安の影響が広範囲に及び、9月の国内企業
物価指数が9.7％と非常に高い水準となっていることなどを考慮しますと、特に国内において、コスト面で厳しい環境
が続くとみています。

• しかしながら、為替影響も含め海外事業の好調が継続する見込みであること、価格改定は国内外とも着実に市場
に受け入れられていること、また、直近のIMFによる世界経済見通しによると、2023年は世界的に成長率が更に減
速する見込みであり、相対的に「値ごろ」感がありコストパフォーマンスの高い即席めんに対する需要は、今後もグロ
ーバルベースで拡大が継続していくとみられることなどに鑑み、当社のビジネスはしっかりと成長軌道に乗っているものと
思っております。
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• ３ページは、前のページのサマリーの内容をもう少し詳細に記載したものとなります。主な内容は先程ご説明したとお
りです。
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• 国内即席めん事業は、前期比3.3％の増収、3.6％の減益となりました。これは、価格改定により、日清食品、明
星食品ともに増収となる一方で、利益面は、資材価格の高騰や円安影響によるコスト上昇に伴い、日清食品の利
益は価格改定効果もあり前年並みの水準を確保したものの、明星食品の減益影響が大きかったことが 主な減益
の要因です。

• 国内非即席めん事業ですが、冷凍・ヨーク・ぼんち・湖池屋が増収となったことで、事業全体は増収となりましたが、
コスト増もあり、前期比17億円、36.2％の減益となりました。

• 海外事業ですが、為替要因も加わり、前期比44.3％の増収、56.8％の増益となり、米州地域を中心に、全地
域で業績を大きく伸ばしました。
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• セグメント別売上収益実績のブレークダウンになります。

• 全てのセグメントで増収となっていますが、大きく伸長しているのが、海外事業になります。全地域で２桁、3割～5
割程度の増収を達成し、全体で前期比44.3％の大幅な増収となりました。特に、米州地域の伸びが大きく、海外
事業の伸びを牽引しました。

• この結果、連結売上の中で海外事業が占める割合は37％となっています。 これは、海外において、価格改定後も
強い需要が続いていることに加え、単価の高い高付加価値商品の販売が好調に推移していることによるものです。

• 国内即席めん事業は、3.3％の増収となりました。日清食品は、6月の価格改定後も 底堅い需要がみられ、高
付加価値商品が好調に推移していることなども背景に、前期比3.4％の増収となりました。

• 日清食品の売上につきましては、金額だけでなく、食数ベースでも8月には前年同水準まで回復し、9月以降は前
年比プラスで推移しております。 売上収益・価格の推移は、説明会資料の24ページに掲載しておりますので、ご確
認ください。

• 明星食品は、価格改定後も販売数量を伸ばし、前期比3.1％の増収となりました。

• 国内非即席めん事業は、冷凍、飲料、菓子事業の増収により、前期比1.3％の増収となりました。
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• こちらは、各セグメントの売上収益貢献度の詳細をお示ししています。

• 大きく伸長しているのが、左側中段の海外事業で、全体の増収額419億円のうち、9割弱の寄与度となりました。

• 特に米州地域は、8月下旬に実施した価格改定効果に加え、米国でのプレミアム商品群の伸長や、ブラジル・メキ
シコでの底堅い需要もあり、今後も売上収益を牽引するドライバーとして期待しています。

• 中国地域、アジア地域、EMEA地域においても、増収トレンドが継続しています。

• 国内即席めん事業では、日清食品の「カップヌードル スーパー合体」シリーズや、利益率が相対的に高い「カップヌー
ドルPRO」、「最強どん兵衛」、「0秒チキンラーメン」などが売上を伸ばし、増収に貢献しています。また、ライス系商
品も増収に寄与し、存在感が高まってきました。商品ポートフォリオの多様化がポジティブな効果を生んでいます。

• 国内非即席めん事業では、冷凍事業のほか、日清ヨークの「ピルクル400」、ぼんちの「ピーナツあげ」をはじめとした
主力商品の販売が好調となるなど、増収での着地となりました。
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• セグメント別コア営業利益の実績です。

• 連結全体としては、為替影響に加え、広範囲に及ぶコスト上昇圧力を増収でカバーし、既存事業合計で前期比
12億円、4.4％増益の283億円となりました。

• 国内は、主に円安に伴うコスト増加により減益となりましたが、海外事業が、米州地域を中心に大きく貢献してこれ
をカバーし、全体では増益を達成しています。この結果、既存事業コア営業利益の海外比率は、34％まで上昇し
ました。

• 特に、米国日清では、8月に平均36%の価格改定を行っております。この数字を第１四半期の決算説明会でお
話した際には、投資家・アナリストの皆さんからは、かなりの驚きをもって迎えられたという記憶がありますが、この水準
の価格改定であっても、米国の消費者の方々にはスムーズに受け入れられ、引続き強い需要があることを確認して
おります。また、プレミアム商品の販売も好調に推移しており、資材高騰によるコスト上昇を十分に吸収し、米国日
清では、想定よりも早く、第２四半期単体で黒字転換し、上半期累計でも黒字となりました。今後も、ベース商品
への需要にこたえつつ、プレミアム商品に注力することで、黒字体質の定着を図っていきます。

• EMEA地域でも、欧州事業が順調に推移していることに加え、プレミアフーズが持分法適用会社となり、第2四半期
で5億円が計上されたことで、増益となっております。
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• こちらは、既存事業コア営業利益の貢献度分析です。

• 国内事業が資材価格の高騰により減益となるなか、米州地域を中心とした海外事業では、価格改定および強い
需要を背景にコスト上昇を吸収し、利益を伸ばしました。
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• こちらは、既存事業コア営業利益の増減要因の全体観です。

• 大きな動きがあった項目としては、国内外の売上収益変動と原価率変動です。

• 「原価率変動」の要因には、資材価格の変動の他、プロダクトミックスやユーティリティコストなどの影響が入りますが、
大きな要素は資材価格高騰の影響となります。

• ご覧の通り、海外事業では原価の上昇を売上収益の増加でカバーした一方、国内事業については、円安という日
本固有の事情もあり、原価の上昇を売上収益の増加では十分カバーできなかった、という構図となっています。

• 一般管理費で、海外事業の部分が大きく増加していますが、これは為替影響と米国を中心とした人件費の増加が
主な要因となっています。

• 最後に自社株買いの状況について、簡単に触れさせていただきます。

• 2022年2月3日に公表させていただいた自己株取得は、取得株数136万800株、取得金額約120億円で、9
月に終了いたしました。また、本日の取締役会で、この期間に取得した自己株式全額を、11月30日付で消却す
ることを決議し、その旨公表させて頂いております。

9



• CEOの安藤宏基でございます。

• 私からは、2022年度上半期の総括、および今後の方向性、米州・中国地域の状況、そして環境戦略「EARTH
FOOD CHALLENGE 2030」の進捗状況を中心にご説明させていただきます。その後に、COOの安藤徳隆より、
日清食品の状況、新規事業の進捗状況についてご説明いたします。
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• 上半期の総括と今後の展望についてご説明いたします。

• まず、レジリエンスに富む当社ビジネスですが、即席めんビジネスは、急ピッチで進む物価高騰下においても、強い需
要が継続しております。当社製品につきましては、ブランド力と相対的な値ごろ感から、価格改定がグローバルに浸
透してきました。商品・価格戦略の考え方につきましては、当社固有の技術力、ブランド力を梃子に、高付加価値
商品市場の開拓を進め、収益率の改善を継続しています。

• 原材料価格の上昇等につきまして、企業努力でカバーできない部分は、引き続き価格に反映する方向で進めてお
ります。

• 最後に、「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」の取り組みですが、2050年までにカーボンネットゼロをコミットし
、取り組みを加速していく考えです。

• 当社は、自然災害の発生やロシア・ウクライナ問題を起因とする世界情勢の変化、コロナ禍における環境の変化な
ど、あらゆる有事に対して、柔軟に対応することのできる体制を構築しております。そのなかで、食品の安全性を確保
することはもちろん、その上で資材価格の高騰や、環境の変化に対して、どのような態勢を取るべきか、深く考えてお
ります。有事における態勢の整備、平時における新製品の開発やマーケティングの強化等に取り組み、あらゆる状況
においても収益をあげられる体制の構築を心掛けてまいります。
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• 米州事業ですが、価格改定後も非常に需要が強く、各国での戦略も相まって、グループ全体を牽引する力強い存
在になってまいりました。当社が事業展開する米国、ブラジル、メキシコ全ての国で好業績となっておりますが、規模
が大きく、皆さまの関心も高い米国とブラジルの状況についてコメントさせていただきます。

• まず米国ですが、スライド上段左側の図は、販売食数の推移を示しております。価格改定実施月に星のマークを付
けています。ご覧のとおり、8月の平均36%の価格改定後も大きな数量の減少はなく、お客さまに受け入れられてい
る状況です。スライド真ん中に、上期の成果と下期以降の取り組みを記載しています。プレミアム商品の売上構成
比は、50%の目標に向けて、引き続き注力してまいります。

• ブラジルにつきましては、シェア60%超を占めるマーケットリーダーとして、即席めん文化を醸成していく立場にあります
。8月にはU.F.O.を投入し、カップヌードルと共に、カップめん市場の創出に力を入れております。業績も安定的な成
長が期待できる状況でありまして、引き続き需要にしっかりと応えていけるようにサプライチェーンの強化も力を入れて
まいります。
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• 次に、中国地域につきましてご説明いたします。マーケット環境としては、2020年度のCOVID-19に伴う需要増加
の反動で、2021年度は前年を割っております。ただし、過去5年間を見ますと、需要は増加傾向にあります。こうし
た中におきまして、中国地域では、数量、金額とも、しっかり前年を超えております。これまでの安心・安全、具材が
豊富で品質のあるおいしさを追求するブランド戦略の成果が出てきたものと評価しております。

• 巨大な現地企業が存在する大陸では、販売エリアの拡大と、プレミアム商品である「合味道」ブランドの強化を中心
とした差別化戦略を進めておりますが、上半期好調であった「出前一丁」などへの需要にしっかりと対応することで、
盤石な収益基盤の構築を進めてまいります。

• マーケットリーダーである香港では、「合味道」ブランドの維持・強化に加え、菓子・飲料・冷凍食品事業など、マルチ
カテゴリー化を進め、ライフスタイルの変化にフットワーク良く対応していきたいと思います。
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• 次に、環境戦略「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」の進捗についてご説明いたします。

• 2021年の進捗は、左上から、持続可能なパーム油の調達目標100%に対して、現在36%の実績となっておりま
す。カップヌードルでのRSPOの使用が寄与して、昨年より10ポイントアップしています。

• 水の使用につきましては、売上百万円当たり12.3㎥の目標に対し、11.3㎥と目標を達成しています。

• 右上の日本における生産過程で発生する食品廃棄物の再資源化率99.5%以上という目標につきましては、
99.7%と達成しております。日本の販売・流通過程における食品廃棄物の半減といった目標につきましては、
47%削減とほぼ目標に近い形で推移しております。

• 気候変動問題へチャレンジする取り組みにつきましては、自社排出によるScope1、2について、絶対値は減らして
いるものの、事業成長もしているため、基準年である2018年に対してはプラス2.7%、サプライチェーン上の排出で
あるScope3につきましては、基準年である2018年に対して7.6%となっております。
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• このような中で、当社は2050年までに、CO2排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラル」の達成を目指してまい
ります。

• また、「ネイチャーポジティブ」の取り組みを強化します。「ネイチャーポジティブ」については、次のページでお示ししてい
ます。
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• 「ネイチャーポジティブ」は、生物多様性の保全など、自然の損失を食い止めて、自然を純増させていく取り組みです
。

• 「ネイチャーポジティブ」と「カーボンニュートラル」は密接に関係しており、二つのギアが噛み合うことで効果を発揮して
いくものと考えており、両軸で進めることが重要だと思っております。
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• カーボンニュートラルの実現に向けて、2030年までに、Scope1、2については30%、Scope3については15%削
減する方向で進めております。

• カーボンニュートラルの実現のためには、グリーン水素やアンモニア燃料の活用など、新技術の導入が重要になってくる
ため、これらの活用も積極的に考えていくべきだと思っております。

• Scope3につきましては、農畜産物を中心とした原材料の生産や、容器・包装材資材の生産に関するCO2の排出
が多く、削減に向けた取り組みを一つ一つ積み上げていくことが重要だと考えております。
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• こちらは、当社におけるScope1と2の進捗になります。

• 2018年実績は41万6000トンでしたが、2020年には43万8000トン、2021年は42万7000トンの実績でした
。2020年比では少し減っておりますが、2018年比ではプラスになっております。

• 2022年は、日本国内数工場の再エネ切り替えなどが寄与し、事業成長分を足し戻しても約41万6000トンと、
2018年の水準まで下がる見込みです。
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• 続いて、Scope3の進捗です。

• 植物由来のバイオマスECOカップの活用や、フタ止めプラスチックの廃止、代替食技術の活用、持続可能なパーム
油の使用拡大を中心にCO2削減に取り組んでおります。

• また、他企業との共同輸送やサプライヤー、資材業者との共同ワークなどの取り組みも重要だと考えており、今後も
幅広く取り組んでいきたいと考えております。
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• こちらは、ネイチャーポジティブの実現に向けた取り組みの方向性となります。

• ホップ・ステップ・ジャンプとして記載しております。まだホップの段階ですが、ネイチャーポジティブの実現に向けて、環境
負荷の少ないビジネスモデル、より自然を増やすビジネスモデルへの転換を目指し、これから一歩一歩進めてまいりま
す。

• まず2030年目標を達成して、その先の2050年カーボンニュートラルを達成していきたいと考えております。
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• 安藤徳隆でございます。私からはまず国内即席めん事業についてご説明させていただきます。
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• 上半期の市場動向についてご説明いたします。

• 右上のグラフの通り、当社は他社に先駆けて価格改定ができたことで、価格改定直後の6-7月で実際の店頭価格
が上昇しています。

• この早期の店頭価格の上昇と、猛暑による気温要件の影響も相まって、当社実績は一旦落ち込みましたが、8-9
月で、数量・金額ともに回復傾向です。

• 足元の10月においても、数量・金額ともに順調です。特に「カップヌードル」バースデー月である9月は、例年、当該
製品の売上が大きい月ですが、「カップヌードルクエストキャンペーン」の実施や、昨年大ヒットした「カップヌードルスー
パー合体シリーズ」第2弾の発売といったブランドコミュニケーションが奏功し、ブランド販売数量において、昨年の発売
50周年を上回る記録的な実績を残しました。

• それらの成果も含めまして、価格改定後比較的早い段階での、数量における前年比増加への転換が、今回の価
格改定における一つの大きな成功ポイントであると感じております。

• 下半期以降の市場動向については、巣ごもり消費志向の低下や、物価上昇といった外部環境の変化もあり、消費
者インサイトや消費動向の変化に注視する必要があります。

• 一方、あらゆるものの物価が上昇する中で、外食なども含む食品カテゴリーにおけるカップめんの相対的なコストパフォ
ーマンスの良さが、即席めんのレジリエンスの強さとして下半期以降も継続して発揮されると感じています。それらを踏
まえ、下半期も計画通りの売上達成を見込んでおります。

• 今後の取り組み方針として、ブランド価値のさらなる向上に向けて、即席めんの多様な価値訴求を図ってまいります
。「カップヌードルPRO」や高単価袋めんを代表とする付加価値型製品の販売や、弊社が得意とするエンタメ性の高
い店頭プロモーションによる価値創出を通して、ターゲットのインサイトに合わせた分かりやすい商品価値を訴求してま
いります。
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• 上半期における成果と、下半期に向けた取り組みを具体的にご説明します。

• 上半期の成果として、コアブランドである「カップヌードル」ブランド計で前年比+5%(出荷金額)伸長し、6年連続過
去最高売上更新へ順調な進捗です。

• 価格改定による消費者動向の変化により、低価格帯の「あっさりおいしいカップヌードル」へのシフトが一時的に見ら
れましたが、9月まででレギュラー帯の商品の需要も概ね回復し、また、高価格帯の「カップヌードルPRO」も、ブランド
計の売上に寄与しています。「どん兵衛」についてもブランド計で前年比+5%(出荷金額)と、8年連続過去最高売
上更新へ順調な進捗です。

• 付加価値型の商品については、2021年4月に発売した「カップヌードルPRO」が非常に好調です。2022年3月に
発売した3番目のフレーバーとなる「チリトマトヌードル」も奏功し、前年比+24%(出荷金額)と成長が加速していま
す。「最強どん兵衛」も引き続き好調に推移しています。また、「0秒チキンラーメン」は、そのままかじって食べる「チキ
ンラーメン」としてお客さまに新たな喫食オケージョンを提供、その効果もあり当社袋めんの実績は上半期で増収とな
っています。これら付加価値型の商品は市場にユニークな価値を生み出していると思っております。

• これらの商品をターゲットのインサイトに合わせて価値訴求を図っていく為、データドリブンとエンタメ企画により、消費
者販売データに基づいた店頭販売プロモーションを引き続き表現してまいります。これらの取り組みは、小売業の皆さ
まからも非常に高く評価されており、得意先さまからの前向きな要望もたくさん届いております。

• カップライスも引き続き順調に推移しており、直近5年間でカップライスの売上は約3倍に成長し、カップ即席ライス計
は上半期でも前年比+20%(出荷金額)と好調です。

• 下半期の取り組みについて、「カップヌードル」は、先述した「カップヌードルクエストキャンペーン」という、当社らしいユニ
ークな景品が当たるキャンペーンを実施しており、こちらが「カップヌードル」ブランドの売上を押し上げています。また、「
どん兵衛」について、アニメ化した「どんぎつねシリーズ」がファンの方々の間で大変好評をいただいております。当社は
CMデータバンクの10月度好感度調査で17カ月連続の食品業類1位を獲得しており、これらの当社らしいブランド
コミュニケーションは、売上に大きく貢献しております。

• 一方、足元の資材価格やユーティリティー価格の高騰は、非常に影響が大きくなってきています。当社のトップライン
は順調に伸長し、上半期は昨年並みの利益水準を得ることができましたが、コストの上昇は、今後より一層響いてく
ると危機感を持っています。

• 再度の価格改定の可能性を常にオプションの一つとして検討していき、収益の確保を図っていく考えです。
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• 新規事業についてですが、左上にある完全メシ5SKUが9月から全国発売をスタートしました。

• 日清オンラインストアを皮切りに5月末より販売をスタートしており、9月までに400万食を突破し、3秒に1個売れて
いる*¹非常に引きの強い商品となります。新製品としては異例の4万店を超える小売店様の店舗で採用され、今
期の売上計画である30億円（市場売価ベース）に向けて順調に進んでいると考えております。

• 市場・消費者・小売店様からの評価についてですが、やはり味への評価が高いです。今までのインスタントフードと変
わらない非常にジャンキーな味わいでありながらも栄養バランスがよい今までにない商品となっています。

• もう一つ注目すべきは、リピート率が高いということです。オンラインストアですと、「完全メシ」のリピート率は19%を記
録しております。例えば、最近のヒット商品である「カップヌードルPRO」のリピート率が10%程度ですので、倍近くのリ
ピート率となります。これまでのインスタントフードユーザーの方々が待ち望んでいた新しいコンセプトであり、その結果、
高いリピート率を４ヵ月継続しております。

• もう一つの特徴は、カニバリゼーションが起きない点です。「完全メシ カレーメシ」と通常の「カレーメシ」はカニバリゼー
ションを起こすのではないかと心配していたのですが、「カレーメシ」の数量は落ちておりません。通常の「カレーメシ」に「
完全メシ カレーメシ」が倍近く上乗せする形となっており、非常に良い傾向であると考えております。

• 次に、資料右側の『～「完全メシ」さらなる拡大～』についてですが、ユニークな商品として木村屋總本店様とのコラ
ボ商品があります。木村屋總本店様の店頭とオンラインストアのみの販売ですが、こちらの「完全メシ あんぱん」も非
常に好調で、計画比300%で売れております。

• 右下の「冷凍 完全メシ」シリーズについては、まだオンラインストア限定ではありますが、5SKU販売を開始しておりま
す。冷凍のかつ丼、牛丼、ビーフカレーライス、ボロネーゼ、汁なし担々麺など、非常にジャンクなメニューで味も美味
しい。そのうえかつ丼とボロネーゼは管理栄養士の97%が推奨*²していますので、これまでのインスタントフードの概
念を覆すようなコンセプトの商品として、少しずつ成長していると考えております。

• *¹2022年5月28日(土)～7月20日(水)の「完全メシ」シリーズ累計出荷数から算出 (日清食品調べ)。

• *² 評価方法: 全国の医療機関に従事されている管理栄養士253名を対象としたアンケート調査 / 2022年7月、質問：日
頃から外食やコンビニ食などに頼りがちで、自分では食生活改善が難しいと感じている方に「冷凍 完全メシ」を紹介したいと思い
ますか? / 97%が「はい」と回答、評価商品：「冷凍 完全メシ かつ丼」「冷凍 完全メシ ボロネーゼ」、調査機関: 株式会社フ
ァンデリー
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• このスライドでは、「完全栄養食」事業の医療連携や高齢者対応における展開についてお伝えします。

• まず「第29回 国際高血圧学会」について、今年の10月に講演を行ってまいりました。

• 資料左下の「医療連携」に記載のとおり、糖尿病・高血圧の患者様は厳しい食事制限が必要となるため食事の
QOLは非常に低い状況となっています。このような患者さま向けの「完全栄養食」は、患者様が召し上がっても問題
のない成分設定となっています。

• 現在、全国のクリニックで糖尿病・高血圧の患者様向けに「完全栄養食」の導入テストが始まっており、「完全栄養
食」の展開は患者様のQOLを改善する大きなソリューションになるのではないかという観点から、講演を行わせていた
だきました。

• 海外の医師や専門家からも「欧米ではいつ発売するのか？」「欧米の場合、成分の設定はどのように変わるのか？」
などのご質問をいただき、非常に高い関心が向けられました。

• 右下の「高齢者対応」についてですが、皆さんご存知の通り日本は超高齢社会です。それに起因する大きな問題は
、介護費や医療費のといった社会保障関係費の増加です。

• その要因の一つとして、寿命と健康寿命との間の10年程度のギャップがあげられます。寝たきりや介護が必要な状
態になることで介護費や医療費が負担となるため、われわれの「完全栄養食テクノロジー」で健康寿命を延ばせるの
ではないかという点で注目されており、フレイル対策に向けた完全栄養食の応用といった研究も進んでおります。
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• 先日発表させていただきましたが「圏央道インターパークつくばみらい」という茨城県の工場用地を取得しております。

• 関西工場の3倍、33ヘクタールと非常に大きな土地となります。新工場の計画についてもたくさんのご質問をいただい
ておりますが、全体像についてはまだ社内検討段階ですので、具体的な内容や金額規模を開示できる状況ではご
ざいません。具体的な内容が決まりましたら皆様にご説明させていただきたいと思いますが、当社にとって国内最大規
模の生産拠点の建設となる予定です。

• BCP対応や交通の便などの多面的角度から検討した結果、「圏央道インターパークつくばみらい」を取得しておりま
す。

• また、国内の即席めんの需要は強く、生産キャパシティにも余裕がなくなってきております。既存工場でも老朽化が進
み、生産効率が低いラインもあり、今後の新規事業の展開なども鑑みると、どこかのタイミングで大型の設備投資が
必要だと考えておりました。

• 工場稼働については2026年からを検討しておりますが、将来的には、インスタントラーメンだけでなく、冷凍食品やお
菓子、「完全栄養食」等の製造拠点にしていきたいと考えております。2026年以降、大きな設備投資や償却費負
担は発生してきますが、様々なカテゴリーの需要も伸びておりますので、中長期的な成長といった視点で必ず必要に
なると考えております。

• 私からは以上になります。
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